























































１ 専修大学人間科学部社会学科（Department of Sociology，Senshu
University）

























































































































































































































区分 状況 票数 有効標本比（％） 計画標本比（％）
有効 有効 １，２３０ ５１．０ ５０．２
無効 本人以外 １４ ０．６ ０．６
未返送 １，１２７ ４６．７ ４６．０
拒否 ３５ １．５ １．４
病気 ４ ０．２ ０．２
長期不在 ２ ０．１ ０．１
有効標本計 ２，４１２ １００．０ ９８．４























































区市名 有効回収率 母集団人口 区市名 有効回収率 母集団人口
千代田区 ５２％ ２３，４１７ 八王子市 ４７％ ２２１，８１８
中央区 ５３％ ６５，４１７ 立川市 ５６％ ７５，５３３
港区 ５８％ １０８，２１２ 武蔵野市 ４８％ ６４，２１６
新宿区 ４４％ １３９，５２４ 三鷹市 ４９％ ８１，６４２
文京区 ４０％ ９２，２２９ 青梅市 ５８％ ５４，０７９
台東区 ４３％ ７５，７５０ 府中市 ４４％ １１１，２７８
墨田区 ４９％ １０９，００９ 昭島市 ４９％ ４６，５３４
江東区 ５２％ ２０９，８１９ 調布市 ７４％ １００，９２７
品川区 ５１％ １７１，６８１ 町田市 ４７％ １７２，５７０
目黒区 ５４％ １２９，２４０ 小金井市 ５６％ ５１，５０２
大田区 ５７％ ３０５，０２２ 小平市 ５０％ ７６，４１８
世田谷区 ５８％ ４１１，７７８ 日野市 ５４％ ７３，８１３
渋谷区 ４５％ １０３，８７３ 東村山市 ５２％ ６２，４０４
中野区 ４９％ １４９，３７７ 国分寺市 ５８％ ５２，２９１
杉並区 ４７％ ２５８，８０７ 国立市 ５３％ ３２，２８８
豊島区 ３６％ １２０，１８０ 福生市 ６２％ ２４，０５１
北区 ４６％ １３５，６０４ 狛江市 ５９％ ３３，７９５
荒川区 ５３％ ８２，２４３ 東大和市 ５８％ ３４，０５０
板橋区 ４５％ ２３１，４９１ 清瀬市 ６９％ ２８，７８４
練馬区 ４９％ ３１６，８４７ 東久留米市 ５８％ ４５，６８２
足立区 ４７％ ２７２，７２４ 武蔵村山市 ５０％ ２７，９９３
葛飾区 ３８％ １８５，６５１ 多摩市 ５３％ ５９，７３０













































２５－２９歳 ３０－３４歳 ３５－３９歳 ４０－４４歳 ４５－４９歳 ５０－５４歳 計
男性 ７６ ８９ １０５ １０８ ９１ ８５ ５５４
４２．０％ ４１．４％ ４２．９％ ４４．６％ ４８．１％ ５２．５％ ４４．９％
女性 ９１ １０４ １５０ １２４ １０９ ９８ ６７６
５０．８％ ５１．７％ ６１．７％ ５３．０％ ６３．０％ ６６．２％ ５７．４％
計 １６７ １９３ ２５５ ２３２ ２００ １８３ １，２３０
４６．４％ ４６．４％ ５２．３％ ４８．７％ ５５．２％ ５９．０％ ５１．０％
表４ 居住地域・性別・年齢と回収の成否の二項ロジスティック分析
モデル１ モデル２
係数 標準誤差 係数 標準誤差
（切片） －０．５６６ ** ０．２１０ －０．９２２ * ０．３６３
市部ダミー ０．２３６ ** ０．０８３ ０．６８５ ０．４１８
男性ダミー －０．５２２ *** ０．０８３ －０．３０８ ０．４１４




切片のみモデルとの－２LLの差 ６１．３３２ *** ６２．９５８ ***
モデル１との－２LLの差 １．６２４ n．s．





















soumu.go. jp/menu_news/s−news /01 gyosei 02_01000023.
html）。
矢吹初・高橋朋一・吉岡祐次、２００８、『地域間格差と地方交
付税の歪み――地方財政の外れ値の探索――』勁草書房。
〔付記〕
本稿は、二十一世紀文化学術財団の「平成２２年度二十一世
紀文化学術財団学術奨励金」（研究代表者：金井雅之）、およ
び科学研究費補助金基盤研究 B「地域間格差と個人間格差の
調査研究：ソーシャルキャピタル論的アプローチ」（研究代
表者：辻竜平）の助成を受けており、その研究成果の一部で
す。
本調査の実施主体である「少子社会における子育て支援政
策研究会」のメンバーとして調査票の作成やサンプリング・
調査の実務に携わってくださった、福島康仁（日本大学）、
籠谷和宏（関東学院大学）、小林盾（成蹊大学）、辻竜平（信
州大学）、今田高俊（東京工業大学）、金澤悠介（立教大
学）、渡邉大輔（成蹊大学）、大裕子（東京工業大学）の各
氏、およびさまざまな作業のお手伝いをしていただいた専修
大学社会学科の院生・学部生の皆さまに感謝いたします。
190 金井雅之
